
令和７年度 12月補正予算（案）
追加提案の概要

令和７年12月
高知県総務部財政課



　国の総合経済対策を最大限活用し、防災・減災に資するインフラ整備を加速化させるとともに、
　物価高騰の影響を受けている生活者や事業者への支援を実施

　　　令和７年度　12月補正予算（案）追加提案の概要

 ３．その他
　　◆ 高知ユナイテッドSCに対する支援を実施（企業版ふるさと納税への対応）

  一般会計総額 29,451百万円
　（債務負担行為額 5,388百万円）

◆ 国土強靱化実施中期計画に基づく対策を活用し、防災・減災に資するインフラ整備を加速化

 １．国土強靱化の推進 　　　　　　　　25,796百万円

 ２．物価高騰対策　 　　　　　　　3,635百万円

　　＜生活者に対する支援＞

　　＜事業者に対する支援＞

　　   　　　　　　　　　　20百万円
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◆ LPガスを使用する一般消費者等を支援
◆ 物価高騰の影響を受けている低所得ひとり親世帯を支援
◆ 県立中学校の学校給食費の増額分に係る保護者の負担を軽減

 (債務負担行為額5,388百万円）

◆ 特別高圧で受電する事業者を支援
◆ 燃料価格や飼料価格高騰の影響を受けている農業・畜産業・水産業の負担を軽減
◆ 医療・福祉分野における賃上げ・物価高騰対応等を支援



12月補正予算（案）追加提案の全体像

歳　出

歳　入
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(※)公債費は、減債基金への積立てを考慮した金額としている



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　安全安心な高知の実現　～国土強靱化の推進～
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国の国土強靱化実施中期計画に基づく対策を活用し、 防災・減災対策に
資するインフラ整備を加速化

○港湾施設の地震・津波対策等を推進　　
　・高知港　ほか５港
○海岸保全施設の地震・津波対策等を推進　　
　・宇佐漁港海岸　ほか11海岸
○漁港施設の台風・低気圧対策等を推進
　・安芸漁港　ほか５漁港

造林・治山・林道事業（18.6億円）

  

耕地事業（11.7億円）
河川事業（65.6億円）

砂防事業（26.3億円）

道路事業（115.3億円） 港湾・海岸・漁港事業（46.9億円）
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都市公園事業（0.8億円）

補正額：285億円
（うち国土強靱化実施中期計画274億円）

＜国の公共事業予算規模と本県予算額の比較＞

①国の国土強靱化関係予算は、昨年度より増加（※R6は緊急防災枠を含む）

②本県の国土強靱化関係予算の全国シェアは、昨年度と比べ同水準以上を確保

R６年度 R7年度
国予算 1兆4,000億円 1兆5,500億円
県予算 230億円 274億円
シェア率 1.64% 1.77%

○河川の堤防や水門・排水機場の地震・津波対策を推進
　　・下田川（高知市） ほか６河川
○豪雨等による被害を最小限に食い止めるため、
　 河川改修を推進
　　・安芸川（安芸市） ほか３河川　など

○防災上重要な施設を土砂災害から保全するため、
　 砂防関係施設の整備を推進
　　・汐満川（中土佐町）　ほか80箇所　

○都市公園の老朽化対策を推進　      ・安芸広域公園ほか３公園　

【下田川】
（河川堤防の耐震対策） 【内原野池地区】

（ため池の耐震対策）

(※)12月補正

　　　　【汐満川】
 　　   （砂防堰堤の整備）

【宇佐漁港海岸】
（海岸保全施設の地震・津波対策）

○農地を整備し、担い手への農地集積を推進
　　・北川２期地区（北川村） ほか19地区
○農業用ため池の耐震工事等を実施
　　・内原野池地区（安芸市） ほか11地区　など

【須崎市神田】
（土砂災害対策の推進）

○再造林や間伐などの森林整備を推進
　・県内市町村
○山地災害の復旧整備を推進
　・神田（須崎市） ほか1３箇所
○林道整備を推進
　・林道立花南池線（香美市） ほか５路線

(※)2月補正後

○四国８の字ネットワークを構成する道路の整備を促進
　　・国道493号（北川道路）、南国安芸道路
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほか８路線
○緊急輸送道路等における落石対策を計画的に推進　
　　・国道194号（いの工区）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほか32路線　など 【北川道路】

（四国8の字ネットワークの整備）
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生活者支援

  ①ＬＰガス料金高騰対策支援事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 741,095千円（重点交付金10/10） ［消防政策課］

　LPガス（国支援の対象外）を使用する一般消費者等を支援

対 象 者 ：一般消費者等（高知県LPガス協会を通じた支援）
支援内容：1月当たり1,700円をR8.2～3月分料金から値引き

  ②ひとり親世帯生活支援特別給付金　
　　　　　　　　　　　　　　　　   29,019千円（重点交付金10/10）

　物価高騰の影響を特に受けるひとり親の子育て世帯を支援

対 象 者 ：県が支給する児童扶養手当の受給対象世帯（町村分）
　　　　　　　 （R7.12～R8.4月分のいずれかの受給対象であること）
支援内容：児童1人当たり2万円を給付

　物価高騰対策

  ③学校給食における子育て世帯負担軽減
　　　　　　　　　　　　　　　　 　　  392千円（重点交付金10/10） ［高等学校課］

対象期間：R8.1～R8.3月分
支援内容：物価高騰に伴うR8.1月からの給食費の値上げ分に
　　　　　　　 対して支援を実施

［子ども家庭課］

事業者支援①（電気代や燃油高騰等に対する支援）
  ④特別高圧電気料高騰緊急支援給付金
                                       35,191千円（重点交付金10/10） ［商工政策課］

　特別高圧（国支援の対象外）で受電する事業者を支援

対 象 者 ：特別高圧契約で受電している鉱工業者又は商業施設（テナント含む）
　　　　　 　  ※大企業は、営業利益額が前年度比で減少している者が対象
支援内容：国の高圧電力値引き相当額（R8.1～3月分）を給付

  ⑥畜産経営体質強化緊急支援給付金
　　　　　　　　　　　　　　　　　 32,502千円（重点交付金10/10） ［畜産振興課］

　配合飼料価格の高止まりの影響を受ける畜産農家の負担を軽減

対 象 者 ：飼料コスト削減や生産性向上に取り組む畜産農家
対象期間：R8.1～3月分　　　　　　　　　　　　　　　　　
支援内容：配合飼料価格の農家負担増加分の1/2を給付

  ⑤施設園芸燃油等高騰緊急対策給付金
                                    276,503千円（重点交付金10/10）

　燃油等価格の高止まりの影響を受ける農業者の負担を軽減

対 象 者 ：セーフティネット加入農業者
対象期間：R7.12～R8.2月分　　　　　　　　　　　　　　　　　
支援内容：セーフティネット発動時の農業
　　　　　　　 者負担分の1/2を給付

［環境農業推進課］

対 象 者 ：農業者
対象期間：R7.12～R8.2月分　　　　　　　　　　　　　　　　　
支援内容：燃料価格の農業者負担
　　　　　　　 増加分の1/2を給付

＜燃油・ガス＞　 ＜木質バイオマス燃料＞　　

  ⑦漁業用燃油等高騰緊急対策給付金
                                    130,632千円（重点交付金10/10） ［水産業振興課］

　燃油や配合飼料価格の高止まりの影響を受ける漁業者等の負担を軽減

対 象 者 ：セーフティネット（燃油・飼料）加入漁業者・養殖業者
対象期間：R8.1～3月分　　　　　　　　　　　　　　　　　
支援内容：セーフティネット発動時の漁業者等負担分の1/2を給付

　県立中学校の学校給食費増額に係る保護者の負担を軽減

重点交付金･･･令和7年11月28日付けで閣議決定された、国の令和7年度補正予算
　　　　　　　　　　(第1号)案に計上された物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金
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  一般会計総額 562百万円　物価高騰対策、その他

企業からの寄附金を活用し、高知ユナイテッドＳＣの運営支援に向けた
補助金を追加

その他の事業

  サッカークラブ活動支援補助金        　　　　   　　　　　　　   20,000千円
［スポーツツーリズム課］

補 助 先 ：（株）高知ユナイテッドスポーツクラブ
　　　　　　　 （高知ユナイテッドSC運営会社）
補 助 額 ：20,000千円
補助対象：サッカークラブを運営するために必要
　　　　　　　 となる強化費・遠征費等の経費

事業者支援②（医療・福祉分野における賃上げ等への支援）

  ⑧「医療・介護等支援パッケージ」による支援　        2,389,493千円
［医療政策課、長寿社会課、障害福祉課］

　国の「医療・介護等支援パッケージ」を活用し、医療・福祉分野における賃上げや
　物価高騰への対応を支援することで、地域に必要なサービスの提供体制を確保

対 象 者 ：診療所、保険薬局、訪問看護ステーション　　　　　　　　　　　　　　　　　
給 付 額 ：施設区分ごとに定額を給付
              （有床診療所:8.5万円/床、無床診療所:32万円/施設　など）

＜医療分野の賃上げ・物価高騰対応支援　417,044千円＞

＜介護・障害福祉分野の賃上げ支援　1,654,017千円＞　

対 象 者 ：介護サービス事業所、障害福祉サービス事業所等　　　　　　　　　　　
交 付 額 ：従事者1人当たり1万円×6ヶ月分の賃上げに相当する額を交付
              ※介護サービス事業所においては、交付額に加算あり
　　　　　　　　 （協働化等の取組0.5万円/人、職場環境改善の取組0.4万円/人）

＜介護分野の物価高騰対応支援　318,432千円＞　

対 象 者 ：介護サービス事業所・施設　　　　　　　　　　　　　　　　　
補 助 額 ：施設系　　     : 定員1人当たり6千円以内
　　　　　　　 訪問、通所系 : 1事業所当たり20万円～50万円以内
　　　　　　　　　　　　　　　　   （訪問回数・利用回数で区分）
　　　　　　　 その他          : 1事業所当たり20万円以内
補 助 率 ：定額

　■サービスの継続や災害に備えるための設備・備品の購入費支援

　■食料品等の購入費支援

対 象 者 ：介護保険施設等　　　　　　　　　　　　　　　　　
補 助 額 ：定員1人当たり1.8万円以内
補 助 率 ：定額

※病院に対しては、国から各施設へ直接給付を予定（19.5万円/床、加算あり）


